
２０２5年7月31日

スタートアップにおける知財戦略 

～オープンイノベーションが拓く未来市場～

Beyond 5G時代に向けた 新ビジネス戦略セミナー



弁護士法人内田・鮫島法律事務所代表弁護士

1985年 東京工業大学金属工学科 → （株）フジクラ 電線材料研究

1992年 日本IBM 知的財産部 （弁理士登録）

1999年 弁護士登録

2004年：地域中小企業知的財産戦略啓発プロジェクト 主査（委員長）

↓ 2012年 知財功労賞（経済産業大臣表彰）受賞

2018年： J-Startup（METI) 公式サポーター・推薦委員
テックプランター（リバネス）経営支援パートナー

特許庁ベンチャー支援プロジェクト委員等々ベンチャー関連活動多数

2020年：「研究開発型スタートアップと事業会社のオープンイノベーション促進のためのモデル契約書
」プロジェクト座長（

（著書）

「技術法務のススメ」（日本加除出版・2014）
中小企業を念頭に置き、知財と法務の融合を論じた書

「知財戦略のススメ」（日経BP・2016）
ビジネスマン（スタートアップ経営者含む）のための知財戦略読本

★直木賞小説「下町ロケット」に登場する正義の弁護士(神谷)のモデル
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鮫島正洋（さめじままさひろ）



第１部

技術を収益化するためのメカニズムと知財の効能
（契約や知財戦略はビジネスを進めるためのツール）
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第1ステップ：技術を収益化するための要件
⚫ 技術を収益化＝①ものづくり（物売り）／②ライセンス のいずれか

4

ものづくり

生産ができること

販路があること

需要者
（マーケットの開拓）

R
&
D

ライセンス

市場規模10億円

10億円

3000万円

投資・コストがかかる

特

欧米中

日本

マネタイズ４要件
①マーケティング
②製品開発
③量産体制の整備
④販路開拓
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「契約」は技術からキャッシュフローを生じさせるための
ツールである

5

４要件が足りているか、弱くないか。
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第三者による補完が必要＝探索する。

第三者とのルールを決める＝契約

その取引において何をやってよくて（権
利）、何をやらなければならない（義
務）？

契約は「ビジネスの定義書」のよ
うなもの。→専門職である法務部
や弁護士の存在理由

マネタイズ４要件
①マーケティング
②製品開発
③量産体制の整備
④販路開拓



第２ステップ：知財はどういう役割を持つ？

⚫ 技術を収益化＝①ものづくり（物売り）／②ライセンス のいずれか

6

ものづくり

生産ができること

販路があること

需要者
（マーケットの開拓）

R
&
D

ライセンス

市場規模10億円

10億円

3000万円

投資・コストがかかる

特

欧米中

日本

マネタイズ４要件
①マーケティング
②製品開発
③量産体制の整備
④販路開拓
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Copyright @ M. Samejima 2023

7

【知財（特許）の役割り】

・いくらヒット商品を開発しても、後発が登場すれば価格競争→利
益率低下というシナリオを辿ることになる。

・後発の登場を制御（マーケットコントロール）し、利益率の維持を
図るのが知財の役割

①マーケﾃｨﾝｸﾞ
②製品開発
③量産体制の整備
④販路開拓

⑤知財実務

売上の確保

利益率の維持

これらが顧客の事業戦略
に沿って有機的に統合さ
れることが重要

知財戦略
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ITサービス編－技術を収益化するための要件
⚫ ビジネスモデルを考案→社会実装して収益化
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ビジネスモデル開発 需要者
（マーケットの開拓）

PoC

市場規模10億円

10億円

特

マネタイズ３要件
①マーケティング
②ビジネスモデル開発
③量産体制の整備
③社会実装

社会実装
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第１部の２

知財戦略を活用してニッチトップへ

Copyright @ M. Samejima 2025 10



・マーケティング（身の丈規模・先行特許少がスタートアップの選ぶべきマーケット）

・マーケットニーズ、技術ニーズを先取りして研究開発（左図α）。

・研究開発の成果を必須特許化（左図β）＝他社に参入させない

知財戦略を活用してニッチトップへの道を歩む

・R&Dの前にマーケティングあれ
・R&Dの成果は知財化せよ

・マーケットニーズ、技術ニーズを先取りして研究開発（左図

必須特許化

市場小 市場大

先行特許あり

先行特許なし 好適な
テーマ

11
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・必須特許なくして市場参入なし
・他者に必須特許を取得されたら独占は崩れる

他社×

●● 必須特許
ある製品を生産する際に

回避不能な特許
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・マーケティング（身の丈規模・先行特許少がスタートアップの選ぶべきマーケット）

・マーケットニーズ、技術ニーズを先取りして研究開発（左図α）。

・研究開発の成果を必須特許化（左図β）＝他社に参入させない

知財戦略を活用してニッチトップへの道を歩む

Copyright @2025 Masahiro Samejima (USLF)



知財のコスト／リターン

13

（本来的な役割）
・後発参入を防止→事業計画の実現可能性を上げる
（売上の達成、ニッチトップ市場における＃１、利益率の維持など）

（派生的but重要な役割）
・大企業との交渉力アップ ←オープンイノベーションを進めるための必須項目
・技術に対するブランディング
・従業員のモラル、当事者意識アップ

・事業計画書に盛り込むとイケてる感じに
→資金調達の蓋然性アップ（投資を見える化している＝投資効率のいい会社）
・上場審査等において審査項目となる
・バイアウトの際にも加点要因→バリュエーションアップにつながる

Copyright @2025 Masahiro Samejima (USLF)

知財戦略に対する投資判断の本質：

上記の効果を買うためにどの程度の規模の投資をするのか？
（国内80万円、海外200万円／国）



第１部の3

標準化にも活用できる知財戦略
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新市場創造型標準化制度

⚫ 標準化官民戦略に基づき、２０１４年７月、業界団体を通じたコンセンサスを求めない「新市場創
造型標準化制度」を創設。

⚫ 例えば、とがった技術があるものの、
・中堅・中小企業等で原案作成が困難な場合、
・複数の産業界にまたがる場合に、

従来の業界団体でのコンセンサス形成を経ずに、迅速なＪＩＳ化や国際標準提案を可能に。

必ずしも国内調整を経ず、
政策的判断により標準化

15
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https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html
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http://www.nedo.go.jp/content/100644276.pdfより引用

大成プラス株式会社（東京都中央区）
1982年5月設立
資本金 1億円
従業員数 50名（2018年現在） 

• 2015.7.6付けで産総研より発表

• ISO19095-01

自社技術を内外にアピールするためにJIS規格にしてもらおう!!

新市場創造型標準化制度

http://www.nedo.go.jp/content/100644276.pdf
https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2015/pr20150706/pr20150706.html
https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2015/pr20150706/pr20150706.html
https://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2015/pr20150706/pr20150706.html
http://www.iso.org/iso/catalogue_detail?csnumber=63944
http://www.iso.org/iso/catalogue_detail?csnumber=63944
http://www.iso.org/iso/catalogue_detail?csnumber=63944
http://www.iso.org/iso/catalogue_detail?csnumber=63944


知財戦略の効果（リターン）とコストから
出願をするかどうかを決める

17

（本来的な役割）
・後発参入を防止→事業計画の実現可能性を上げる
（売上の達成、ニッチトップ市場における＃１、利益率の維持など）

（派生的but重要な役割）
・大企業との交渉力アップ
・技術に対するブランディング
・従業員のモラル、当事者意識アップ

・事業計画書に盛り込むとイケてる感じに
→資金調達の蓋然性アップ（投資を見える化している＝投資効率のいい会社）
・上場審査等において審査項目となる
・バイアウトの際にも加点要因→バリュエーションアップにつながる
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・標準化によって自社技術を市場／顧客にアピールする
（新市場創出型標準化制度）
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/katsuyo/shinshijo/index.html


第２部

オープンイノベーション論
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＝イノベーション創出主体と事業化主体が分離することイ 創出主体 事業化主体 分離する

オープンイノベーションとは

大企業
中小企業

ベンチャー企業

大学など

Innovation

創出主体 事業化主体

■イノベーションは得
意

■グローバル展開力は低い

■グローバル展開力は高い

■イノベーションの生み出
す風土が乏しい



典型的な大企業（現状）

■事業スピードの効率化

■ 関係の構築

大企業

決断遅い

元請 下請け扱い

99%→80%
◯「独占」要求

◯ バックグランド の無償利用要求

◯ つまみ食い行為

◯ 勝手な条件変更

問題点

非ベンチャーファースト！



① 自分で生み出したイノベーションネタ

② 他人の生み出したイノベーションネタ

オープンイノベーションの
必要なし

オープンイノベーションの
必要あり

企業の持続性は、イノベーションによる新市場創出にかかっている
（ 、伊藤レポート）

誰のためのオープンイノベーション？

イノベーションの起こし方（鮫島説）

① 解決すべき技術課題ではなく、解決すべき社会課題を設定する（前者は単なる改良行為）
② ０→１を生み出すプロセス＝なるべく多くのトライ＆エラーを短い時間で繰り返す
③ 自社でできないのであれば他者と協調する＝他者の尊重
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オープンイノベーションポータルサイト
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html

https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html
https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html
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オープンイノベーションの進め方 2,3枚追加
（マナーブックのご紹介含む）
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日本の政策は
オープンイノベーションの進展が前提

目的

方針
目的

SU

中小企業

大企業

オープンイノベーション
■スタートアップの創出元年
→技術社会の実装

ユニコーン化の確率は極めて低い

■唯一無二の技術を持つ企業の
事業承継

■アントプレナーシップの回復
→リスクテイクできる風土、組
織の構築、税含む法制度改革

既存の企業の保全の方が行政効率
が高い

◆全ての政策に光を



ご清聴ありがとうございました！

「技術法務で日本の競争力に貢献する」

弁護士法人内田・鮫島法律事務所
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